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『掛川市立病院の充実と存続を求める会』の運動にかかわって 

弁護士 塩 沢 忠 和 

                           (静岡県労働研究所理事長) 

１．はじめに 

 昨年６月に浜松から掛川に転居して、様々な「地域運動」に係わることになった。「掛川

市立病院の充実と存続を求める会」の運動もそのひとつである。 

 深刻な医師不足は掛川市立病院も例外ではなく、特に診療の基本たる内科医の不足が著し

いと言われている。一方、袋井市民病院が相当古くなって建替えの時期を迎え、しかも同病

院も同様の問題をかかえていることから、両市の中間あたり（サッカー場「エコパ」近く）

に新病院を建設して「医師にとって魅力ある勤務先として再生する」、その「再生なき限り、

病院に医師が来ることなく流出も止まらない」として、市議会の特別委では、日本共産党議

員団の孤軍奮闘むなしく既に“統合”の方向が打ち出された。民間病院が極端に少なく、入

院・外来とも約８割の市民（人口約１２万人）が利用している唯一の公的総合病院の存続問

題は、掛川市民にとってまさに死活問題である。現在地での存続と充実を求める市民の署名

活動が急速に広がり、１万人近い署名になりつつある。以下は、私がこの運動に係わるなか

で知って驚いたこと、感じたことの報告と問題提起である（ネタ本は自治体研究社・日野秀

逸東北大医学部長著「医療構造改革と地域医療」である）。 

２．なぜ医師不足が生じたのか。 

 現在、全国で２２４の公的病院で廃止、休止が計画されている（昨年６月のＮＨＫ調査）。

その主たる原因が日本の医師不足にあることは明らかである。しかし、なぜそこまで日本で

は医師が不足してしまったのか、このことは余り知られていない。その原因を一言でいえば、

日本政府が長年とってきた医療政策の明らかな大失敗にある。 

 まず、国際比較で日本の医師不足がどこまで深刻化を見ると、ＷＨＯ（世界保健機構）が、

２００２年１９２ヶ国での人口１０万人当たり何人の医師がいるかの調査結果を出してい

るが、それによると、日本はなんと６３位である（ちなみに看護師の数では２７位）。ワー

ルドカップの世界順位がかなり低いが、医師の数ではそれどころの比ではない。（しかし一

方、国民の平均寿命の長さ、乳児死亡率の少なさは、日本が世界１である。ということは、
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極端な勤務医、看護師不足の中での献身的過密労働（過労死寸前）によって日本の高水準の

保健・医療がかろうじて維持されているのである。そしてもう１つ、多分平和憲法９条のお

かげだと思う。参考までに、戦争国家でしかも世界で最も医療技術が進んでいるはずのアメ

リカでは、男子平均寿命が２５位、女子１９位、乳児死亡率２５位である）。 

 話しを元に戻すと、現在の我が国の極端な医師不足は、１９８３年以降歴代の政府が、「医

療費の負担が増大すれば日本経済の発展はなくなる」（いわゆる“医療費亡国論”）として、

医師数抑制政策を一貫して続けて来た結果である。 

 政府の責任はもとよりとして、ではマスコミはどうであったかと云うと、１９８６年６月

２５日の『朝日』の社説は、この年の医師数削減の閣議決定を、「医師がむやみに増えれば

国民医療費が増大し健康保険制度がパンクするおそれがある」としてこれに賛成し、『毎日』

もほぼ同様の社説を出していた。医師会はどうかと云うと、「パイの取り分を小さくしたく

ない」との狭い職域確保のエゴ意識から、「もっと積極的に減らせ」と政府にハッパをかけ

ていた。今になって当時のこの姿勢を反省しているが・・・。公立病院での勤務医の深刻な

不足には、もう１つ、２００４年から医学部卒業後２年間の臨床研修を義務化したことによ

り、大学病院の医局に若手医師が残らなくなってしまったという事情も関係している。今に

なって政府もあわてて様々な手を打とうとしているようではあるが、これまでの政策上の大

失敗のツケは、国民にとって余りにも重い。 

 少し考えればすぐ解ることであるが、“医療”という分野は、技術・学問・研究が進歩す

ればするほど人間の手がより多く必要となるのであって、そこが一般の生産・サービス分野

における人間の営みとは根本的に異なる。そうした分野では、生産技術（ロボット・コンピ

ュータ化等）が進歩すればするほど人間の手はいらなくなる。しかし医療では、技術が進歩

し、専門化、高度化が進めば進むほど、それに対応する医師・看護師・技術者等が増々必要

となる。昔は治らなかった病気やケガが治るようになり、長生きできるようになればなるほ

ど、さらに人手は必要となる。ところが日本では、こうした医療の分野で、ことさら人手を

減らそうとする政策がとられ続けたのである。この根本問題に目を向けず、「統合して新し

い病院を立てれば医師が集まって来る」などという発想に基づく掛川市の計画が、成功する
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とはとうてい思えない。 

３．公的医療の充実は、生存権（憲法２５条）保障の中核である。 

 生存権保障＝社会保障の対象領域は、所得保障（失業保険・生活保護など）、老後の保障

（年金・介護保険）、育児保障、障害者の保障など様々ではあるが、医療保障、とりわけ公

的医療制度の維持・充実は、生存権保障の中核である。“四苦八苦”という言葉は、２５０

０年前のお釈迦様の仏教用語であり、“四苦”とは、「生まれる苦しみ」「老いる苦しみ」

「病いの苦しみ」「死ぬ苦しみ」である。今では、この生・老・病・死のほとんど全てを、

私たちは病院に頼っている。今、自宅で子どもを産み、自宅で死を向かえる人はどのくらい

いるだろうか？イギリスのビバリッジ報告「ゆりかごから墓場まで」は、まさに正しい。か

の「国家の品格」（藤原正彦著）も、「医療をなおざりにすることは国家の品格にかかわる」

とする。 

４．医療に市場原理・営利主義を導入することの根本的誤り 

 これまた少し考えればすぐ解ることであるが、“医療”に、市場原理や営利主義を導入す

ることは根本的に誤っている。人間のくらしに欠かせない要素を「衣食住」というが、この

「衣食住」における人々の要求水準は、各人の支払能力（サイフの中身具合）に応じてある

程度選択可能である。しかし医療に対する人々の要求は、その人の支払能力とは無関係に発

生し、自己判断による選択の余地がない。例えば、「今は給料が安いからアパートぐらしだ

けど、ある程度お金が貯まったらそれを頭金にローンを組んで家を建てよう」は可能である。

「今月は残業代が少なくピンチだから吉野屋の牛丼で我慢し、来月ボーナスが入ったら家族

みんなでフレンチのフルコースを食べに行こう」も可能であろう。しかし、「今は手元のお

金が少ないので胃潰瘍あたりで我慢し、お金が貯まったら胃ガンになって手術を受けよう」

というわけにはいかない。だからこそ、国民皆保険の維持・充実、病院の窓口では病人やケ

ガ人に負担を求めない国の責任による“現物支給”としての公的医療が必要なのであって、

その中心的役割を担うのが公立病院である。ここに税金をかけないで、何のための政治か！

である。 

 ところで、先進国で唯一、医療に市場原理が持ち込まれ、営利主義がはびこっている国が
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アメリカである。国民皆保険制度を持たないこの国の医療の現実を実に生々しく描いている

ドキュメント映画『シッコ』（マイケル・ムーア監督）が、今、話題を呼んでいる。（「シ

ッコ」とは「ほとんどビョーキ」とか「いかれている」を意味する俗語とのこと。つまり、

病気を治すはずの医療制度が“ビョーキにかかっている”というわけである）。しかし私た

ちは、この映画をボケーと他国の話しとして見るわけにはいかない。すでに日本でも昨年、

保険外の診療も併合する“混合診療”の解禁に道が開かれている。金がないとまともな医療

が受けられない一方、金さえあれば保険外で何でもありのアメリカ型医療が、アメリカの民

間保険大資本の要求により導入されかねない。朝日の８月２６日特集記事で、経済ジャーナ

リスト萩原博子氏は、この映画を見ての感想を次のように述べている。「これは決して他国

の話しではない。今の日本は医療制度改革と規制緩和の旗のもと、ムーア監督が描く『貧乏

人は治療を受けられない』米国型の医療に突き進んでいるからだ。日本を米国にしてはいけ

ない、そんな痛烈なメッセージを受けた。」 

５．この分野における当研究所の取り組みの更なる前進を 

 当労働研究所も、これまで我が国の社会保障、とりわけ医療制度についての研究にも取り

組んで来た。私自身も、自らの居住地域における具体的課題として、公立病院たる掛川市立

病院の存続・充実を求める運動に微力を尽くすつもりではあるが（この「所報」が皆さんの

手に渡る頃、この問題がどうなっているか心配してはいるが）、当研究所としても、この分

野における研究活動が更に前進することを期待したい。 

 


